
環 水 大 水 発 第 2 1 1 0 0 7 2 号 

環水大土発第 2110072 号 

令 和 ３ 年 1 0 月 ７ 日 

都道府県知事 殿 

水質汚濁防止法政令市長 殿 

環境省水・大気環境局長 

（公印省略） 

水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件の施行及び 

地下水の水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件の施行について 

環境基本法（平成５年法律第 91号。以下「法」という。）第 16条に基づく環境基準につい

ては、令和３年 10月７日に「水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件」（令和３

年 10月環境省告示第 62号）及び「地下水の水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正す

る件」（令和３年 10月環境省告示第 63号）が公布されたところである。 

これらの改正は、有害物質による公共用水域及び地下水（以下「公共用水域等」という。）

の汚染に適切に対応するため、人の健康の保護に関する環境基準のうち、六価クロムについて

基準値を見直すとともに、より的確にふん便汚染を捉えるため、生活環境の保全に関する環境

基準(以下「生活環境項目環境基準」という。)のうち、大腸菌群数を新たな衛生微生物指標と

して大腸菌数へ見直したものである。 

環境基準の達成のために必要な措置については、今後国においても順次講じていくこととし

ているが、貴職におかれても、下記事項に留意の上、これらの環境基準が維持達成されるよう

有効かつ適切な施策の推進を図られたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規定に基づく

技術的な助言であることを申し添える。 

記 

１．六価クロムに係る基準値の見直しについて 

（１）改正の経緯

六価クロムについては、現在得られている健康影響等の科学的知見や公共用水域等にお

ける検出状況等を踏まえ、水環境の汚染を通じ人の健康に影響を及ぼすおそれがあり、水

質汚濁に関する施策を総合的かつ適切に講ずる必要があると考えられる物質として、公共

用水域の水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準及び地下水の水質汚濁に係る環

境基準の基準値が定められている。 

 平成 30年９月に内閣府食品安全委員会において、六価クロムの耐容一日摂取量（ＴＤＩ）

が 1.1 μg／kg 体重／日と評価されたことを受けて、令和２年４月に水道水質基準の基準

値が 0.05 mg／Ｌから 0.02 mg／Ｌに改正されたところである。 

このような状況を踏まえ、令和３年２月に中央環境審議会水環境・土壌農薬部会環境基

準健康項目専門委員会（第 19回）を開催し、六価クロムの基準値を見直すことについて検

討を行った。その後、同年６月開催の中央環境審議会水環境・土壌農薬部会における最終

的な審議を経て、同年７月、中央環境審議会から環境大臣に対して中央環境審議会答申（「水
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質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準等の見直しについて（第６次答申）」（中

環審第 1188号））がなされた。これを受け、所要の告示改正を行った。 

（２）新たな基準値

今般の答申を踏まえ、六価クロムの基準値について、現行の「0.05mg／Ｌ以下」から

「0.02mg／Ｌ以下」とした（表１）。 

表１ 基準値を見直す項目 

項目名 新たな基準値 現行の基準値 

六価クロム 0.02 mg/Ｌ以下 0.05 mg/Ｌ以下 

備考 基準値は年間平均値とする。 

（３）測定方法

六価クロムの測定方法は以下に示す方法とする。

項目 測定法 

六価クロム 

日本産業規格 Ｋ0102（以下「規格」という。）65.2（規格 65.2.2

及び 65.2.7を除く。）に定める方法（ただし、次の１から３ま

でに掲げる場合にあつては、それぞれ１から３までに定めると

ころによる。） 

１ 規格 65.2.1に定める方法による場合 原則として光路長

50mmの吸収セルを用いること。 

２ 規格 65.2.3、65.2.4又は 65.2.5に定める方法による場合

（規格 65．の備考 11の b）による場合に限る。） 試料に、

その濃度が基準値相当分（0.02mg／Ｌ）増加するように六価

クロム標準液を添加して添加回収率を求め、その値が 70～

120％であることを確認すること。

３ 規格 65.2.6に定める方法により汽水又は海水を測定する

場合 ２に定めるところによるほか、日本産業規格Ｋ0170－

７の７の a）又は b）に定める操作を行うこと。 

２．大腸菌群数に係る環境基準の見直しについて 

（１）改正の経緯

生活環境項目環境基準のうち、大腸菌群数については、その測定値にふん便汚染のない

水や土壌等に分布する自然由来の細菌をも含んだ値が検出・測定されると考えられ、実際

に、水環境中において大腸菌群が多く検出されていても、大腸菌が検出されない場合があ

り、大腸菌群数がふん便汚染を的確に捉えていない状況がみられた。一方、より的確にふ

ん便汚染を捉えることができる指標として大腸菌数があり、大腸菌群に係る環境基準が制

定された当時の培養技術では大腸菌のみを簡便に検出する技術はなかったが、今日では、

簡便な大腸菌の培養技術が確立されていることから、大腸菌群数については大腸菌数へ見

直すことが適当であると考えられた。 

このような状況を踏まえ、生活環境項目環境基準のうち、大腸菌群数を大腸菌数へ見直

すことについて、平成 30年 10月より中央環境審議会水環境部会生活環境項目環境基準専

門委員会を開催し、検討を行ってきた。令和３年６月開催の中央環境審議会水環境・土壌

農薬部会における最終的な審議を経て、同年７月、中央環境審議会から環境大臣に対して

中央環境審議会答申（「水質汚濁に係る生活環境の保全に関する環境基準の見直しについ

て（第２次答申）」（中環審第 1187号））がなされた。 
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これを受け、以下のとおり、所要の告示改正を行った。 

（２）新たな生活環境項目環境基準及び基準値等

大腸菌群数を生活環境項目環境基準の項目から削除し、新たに大腸菌数を追加した。基

準値は、現行の類型区分とその利用目的の適応性に基づき設定した。各利用目的の適応性

における大腸菌数の基準値及び導出方法の概要は別表のとおりである。 

今回の改正より、河川ＡＡ、湖沼ＡＡ及び海域Ａ類型において、以下のとおり新たに自

然環境保全の利用目的を考慮した環境基準値を設定した。 

・河川及び湖沼のＡＡ類型における大腸菌群数の基準値設定においては、専ら水道利用

の観点からの基準値設定がなされ、自然環境保全の利用目的は考慮されていなかった。

一方、河川及び湖沼におけるＢＯＤの環境基準値設定時には、ＢＯＤのＡＡ類型の利

用目的として自然環境保全が考慮されており、その考え方は「ＢＯＤ１mg／Ｌ以下の

河川は一般的にいって、自然公園内等ほとんど人為的汚濁のない河川であり、自然景

観の面からすれば、もっとも適しているといえる。」とされている。

・大腸菌数についても自然環境保全の利用の観点から、ほとんど人為汚濁のない清涼な

水環境を目指す値を設定することには意義があると考え、河川及び湖沼のＡＡ類型に

おいて自然環境保全の観点から環境基準値を設定することとした。

・海域のＡ類型においても、同様に自然環境保全の観点から考えれば、現在自然公園等

に指定されている水域の水質を保全していくことには意義がある。

・具体的には、利用目的の適応性が自然環境保全に該当する場合の基準値として、20Ｃ

ＦＵ／100ml以下とした。

 なお、環境基準の利用目的の適応性の欄に水産が示されている類型があるが、現時点で

公共用水域における大腸菌数の水産への影響について整理された知見はないことから、今

般の見直しに当たり、水産利用の観点から大腸菌数の環境基準値の検討は行っておらず、

引き続き大腸菌数の水産への影響に関する知見の集積に努めていくこととしている。 

（３）環境基準の運用上の取扱い

環境基準の運用上の取扱いについては、以下に掲げる事項に留意されたい。

１）公共用水域等の監視の実施について

新たに生活環境項目環境基準に追加した大腸菌数についても、水質汚濁防止法（昭和 45

年法律第 138号）第 15条に基づく都道府県知事による公共用水域等の常時監視の対象とし

て位置付け、水質の汚濁の状況の把握に努められたい。 

 測定方法、測定地点及び測定頻度の決定に当たっては、以下に掲げる事項を踏まえて行

うものとし、適正な水域の監視に努められたい。 

ア 測定方法

大腸菌数の測定方法については、付表に掲げる方法のとおりとする。

イ 測定地点及び測定頻度

測定地点及び測定頻度については、従来の公共用水域の水質の汚濁の状況の常時監

視のための水質調査方法である「水質調査方法」（昭和 46 年９月 30 日環水管 30 号）

に準じて行う。 

２）環境基準達成状況の評価について

新たに生活環境項目環境基準に追加した大腸菌数についての達成状況の評価は、「環境

基本法に基づく環境基準の水域類型の指定及び水質汚濁防止法に基づく常時監視等の処理

基準について」（平成 13年５月 31日環水企第 92号）に基づき実施されたい。 
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３．留意事項 

「水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件」（令和３年 10月環境省告示第

62 号）及び「地下水の水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件」（令和３年

10月環境省告示第 63号）の施行は令和４年４月１日であることに留意すること。 

従来どおり、水質汚濁防止法第 16条第１項の測定計画の策定に当たっては、年間を通じ

た公共用水域等の水質汚濁の状況が的確に把握できるよう配慮されたい。また、「環境基

本法に基づく環境基準の水域類型の指定及び水質汚濁防止法に基づく常時監視等の処理基

準について」（平成 13年５月 31日環水企第 92号）に基づき、適切に公共用水域等の常時

監視を実施されたい。 
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別表  

表１ 環境基準値【河川】 

類型 
利用目的 

の適応性 

大腸菌数環境基準値 

[90%水質値] 
基準値の導出方法 

ＡＡ 

水道１級 
自然環境保全 
及びＡ以下の欄
に掲げるもの 

20  
 ＣＦＵ／100ml 

以下備考 2 

・水道１級の水道原水及び自然環境保全の実
態から基準値を導出 

Ａ 

水道２級 
水浴 
及びＢ以下の欄
に掲げるもの 

300  
ＣＦＵ／100ml 

以下 

・水道２級の水道原水の実態及び諸外国にお
ける水浴場の基準値等を参考に基準値を
導出 

Ｂ 

水道３級 
及びＣ以下の欄
に掲げるもの 

1,000  
ＣＦＵ／100ml 

以下 

・水道３級の水道原水の実態から基準値を導
出 

備考 
１ 大腸菌数に係る基準値については、90%水質値（年間の日間平均値の全データをその値の小
さいものから順に並べた際の 0.9×ｎ番目（ｎは日間平均値のデータ数）のデータ値（0.9×ｎ
が整数でない場合は端数を切り上げた整数番目の値をとる。））とする（湖沼、海域もこれに
準ずる。）。 

２ 水道１級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）に
ついては、大腸菌数 100ＣＦＵ／100ml以下とする。 

３ 水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、大腸菌数の項目の基準値は適用し
ない（湖沼、海域もこれに準ずる。）。 

４ 大腸菌数に用いる単位はＣＦＵ（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））／100mlとし、
大腸菌を培地で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 

 

表２ 環境基準値【湖沼】 

類型 
利用目的 

の適応性 

大腸菌数環境基準値 

[90%水質値] 
基準値の導出方法 

ＡＡ 

水道１級 
自然環境保全 
及びＡ以下の欄
に掲げるもの 

20  
 ＣＦＵ／100ml 

以下備考 1 

・水道１級の水道原水及び自然環境保全の実
態から基準値を導出 

Ａ 

水道２、３級 
水浴 
及びＢ以下の欄
に掲げるもの 

300  
ＣＦＵ／100ml 

以下備考 2 

・水道２、３級の水道原水の実態及び諸外国
における水浴場の基準値等を参考に基準
値を導出 

備考 

１ 水道１級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）に

ついては、大腸菌数 100ＣＦＵ／100ml以下とする。 

２ 水道３級を利用目的としている地点（水浴又は水道２級を利用目的としている地点を除く。）

については、大腸菌数 1,000ＣＦＵ／100ml以下とする。 

３ 大腸菌数に用いる単位はＣＦＵ（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））／100mlとし、

大腸菌を培地で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 
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表３ 環境基準値【海域】 

類型 
利用目的 

の適応性 

大腸菌数環境基準値

[90%水質値] 
基準値の導出方法 

Ａ 

水浴 
自然環境保全 
及びＢ以下の欄
に掲げるもの 

 300 
ＣＦＵ／100ml 

以下備考１ 

・諸外国における水浴場の基準値等を参考に
基準値を導出

備考 

１ 自然環境保全を利用目的としている地点については、大腸菌数 20ＣＦＵ／100ml以下とする。 

２ 大腸菌数に用いる単位はＣＦＵ（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））／100mlとし、

大腸菌を培地で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 
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付表 

 

大腸菌数の測定方法 

 

１ 試薬 

(1) 水 

日本産業規格Ｋ0557に規定するＡ１、Ａ２、Ａ３又はＡ４のもの 

(2) 特定酵素基質寒天培地 

酵素基質５－ブロモ－４－クロロ－３－インドリル－β－Ｄ－グルクロニド（X-GLUC）を含

む特定酵素基質寒天培地（注１） 

(3) 水酸化ナトリウム 

日本産業規格Ｋ8576に定めるもの 

(4) 水酸化ナトリウム溶液（１mol／Ｌ） 

水酸化ナトリウム約 40ｇを水に溶かして 1,000mlとしたもの 

(5) 塩酸 

日本産業規格Ｋ8180に定めるもの 

(6) 塩酸（１mol／Ｌ） 

塩酸約 85mlを水に溶かして 1,000mlとしたもの 

(7) ペプトン 

微生物試験用のもの 

(8) 滅菌ペプトン水 

ペプトン 1.0ｇを水約 950mlに溶かした溶液を、水酸化ナトリウム溶液（１mol／Ｌ）又は塩

酸（１mol／Ｌ）で高圧蒸気滅菌（121℃で 15分間行う高圧蒸気滅菌をいう。以下同じ。）後の

pHが 6.9～7.1になるよう調整した後、水を加えて全量を 1,000mlとし、高圧蒸気滅菌したも

の 

(9) りん酸二水素カリウム 

日本産業規格Ｋ9007に定めるもの 

(10) 滅菌りん酸塩緩衝希釈水 

りん酸二水素カリウム 42.5ｇを水約 500mlに溶かした溶液を、水酸化ナトリウム溶液（１mol

／Ｌ）で pHを 7.2に調整し、水を加えて全量を 1,000mlとした後、この溶液の１mlを水に溶

かして 1,000mlとし、高圧蒸気滅菌したもの 

(11) 塩化ナトリウム 

日本産業規格Ｋ8150に定めるもの 

(12) 滅菌生理食塩水 

  塩化ナトリウム 8.5ｇを水に溶かして 1,000mlとし、高圧蒸気滅菌したもの 

(13) 希釈水 

滅菌ペプトン水、滅菌りん酸塩緩衝希釈水、滅菌生理食塩水のいずれかとする。 

 (注１) 大腸菌数試験用の特定酵素基質寒天培地として以下の組成の培地が市販されている。こ

こで示す培地の組成は、この測定試験法使用者の便宜のために、一般に入手できるものと

して例示したが、この組成の培地を推奨するものではなく、これと同等以上の品質、性能

を有すると確認された培地を用いてもよい。 

 

   培地の組成（培地１Ｌあたり） 

ペプトン 10ｇ 

ピルビン酸ナトリウム 1.0ｇ  

Ｌ-トリプトファン 1.0ｇ  

Ｄ-ソルビトール 1.0ｇ  

塩化ナトリウム 5.0ｇ  

りん酸二水素ナトリウム 2.2ｇ  
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りん酸一水素ナトリウム 2.7ｇ  

硝酸カリウム 1.0ｇ  

ラウリル硫酸ナトリウム 0.20ｇ  

５－ブロモ－４－クロロ－３－インドリル－β－Ｄ－グルクロニド（X-GLUC） 0.10ｇ  

５－ブロモ－６－クロロ－３―インドリル－β－Ｄ－ガラクトピラノシド 

（MAGENTA-GAL） 

0.10ｇ  

寒天 15ｇ 

 

２ 器具及び装置（注２） 

(1)  計量器具（メスピペット、有栓シリンダー、希釈瓶等） 

高圧蒸気滅菌したもの又は同等の性能で滅菌したもの   

(2)  メンブランフィルターろ過装置 

ファンネル及びフィルターホルダーは高圧蒸気滅菌したもの又は同等の性能で滅菌したもの 

(3)  メンブランフィルター 

直径 47mm、孔径 0.45μmの円形のメンブランフィルターで高圧蒸気滅菌したもの 

(4)  ペトリ皿 

ガラス製で、約 170℃で約１時間乾熱滅菌したもの、又は日本産業規格Ｋ0950 に定めるプラ

スチック製滅菌シャーレ 

(5)  恒温装置 

装置内の温度を 37℃付近に調節できるもの 

(6)  拡大鏡 

２倍程度の拡大倍率をもつもの 

（注２） 市販の滅菌済みの器具及び装置を用いてもよい。 

 

３  試料の採取及び保存 

試料は、滅菌した密封できる容器に採取し、速やかに試験する。試料採取後直ちに試験ができ

ないときは、０～５℃（凍結させない）の暗所に保存し、９時間以内に試験することが望ましく、

12時間以内に試験する。 

なお、希釈に用いる検水の量を考慮し、十分な採水量を確保するように努める。 

 

４  試験操作 

（1） 培地の調製 

（a） 培地の粉末を三角フラスコ等に量りとり、かき混ぜながらゆつくり水を加え分散させる。 

（b） 沸騰水中で寒天が完全に溶けるまで加熱を繰り返す（注３）。 

（c） 寒天が溶解した後で速やかに 50℃程度に冷却し、培地の厚さが５mm程度になるようにペ

トリ皿に分注し、寒天を凝固させる。 

（注３） 培地の種類によつて培地調整時に滅菌操作が必要となる場合は、高圧蒸気滅菌を行う。 

（2） 検水の調製 

検水量は 100mlとし、メンブランフィルター上のコロニー数が 100を超えると予想される

場合は希釈し、メンブランフィルター上のコロニー数を 20～100個程度とする（注４）。希釈

の操作は次の例による。 

（a） 希釈瓶（注５）に希釈水を 90ml入れる。 

（b） 10倍希釈の場合は、希釈水 90mlが入つた希釈瓶に検水 10mlをメスピペットで採り、十

分に振り混ぜる（注６）（注７）。 

（c） 100 倍希釈する場合は（a）（b）に従つて操作し、（b）から 10ml 採り、希釈水 90ml が

入つた希釈瓶に入れ、十分に振り混ぜる 

（d） さらに希釈する場合は、同様な操作を行つて希釈を繰り返す。 

（注４） 10倍や 100倍など 10倍ごとの数段階の検水を調製する。 

（注５） 使用する元の検水量が少ない場合は試験管を用い、９ml の希釈水に１ml の検水を加
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えてもよい。 

（注６） メスピペットはその都度、滅菌済みのものを用いる。 

（注７） 希釈した後の検水は微生物が増殖や死滅を起こすことがあるため、調製後は速やかに

操作を行う。 

（3） ろ過

（a） 滅菌済みのフィルターホルダーを吸引瓶に取り付け、ピンセットを用いてメンブラン

フィルターをフィルターホルダー上に置き、ファンネルをつけて固定する。

（b） 検水を振り混ぜて均一化し、適量（注８）を有栓シリンダー等（注９）に採り、ファ

ンネル内に注いで吸引ろ過する。

（c） ろ過した後に希釈水を用いて有栓シリンダー及びファンネルの内壁を２～３回洗浄し、

吸引ろ過する。

（注８） 1枚のメンブランフィルターで吸引ろ過する検水量は 40ml以上を基本とするが、土粒

子による濁りに起因するコロニーの滲みにより、計数が困難となることが予想される場

合は、1 枚で吸引ろ過する検水量を 40ml未満とし、複数のメンブランフィルターを用い

て吸引ろ過の回数を増やすこととする。 

（注９） 検水量に応じて適切な器具を使用する。 

（4） 培養

（a） 検水をろ過したメンブランフィルターを、ろ過面を上にして培地上に気泡ができない

ように密着させる。

（b） ペトリ皿に上皿を被せて、倒置する。

（c） 37℃付近の恒温装置に倒置した状態で 24時間程度培養する（注 10）。

（注 10） 培養温度と時間は使用する培地の使用説明書を参照する。 

（5） 菌数の計数

（a） 培養後、拡大鏡を用いてフィルター上の青色のコロニーを数える（注 11）。

（b） 次の式から試料中の大腸菌数を算出する （注 12）（注 13）（注 14）。

ａ＝（ｍ／Ｖ）×Ｐ×100

ａ 試料 100ml中の大腸菌数 

ｍ フィルター上の大腸菌コロニー数

Ｖ ろ過に用いた検水量（ml） 

Ｐ 希釈倍率 

（注 11） 大腸菌が特異的に保有・産生する酵素β－グルクロニダーゼと、培地の成分である

酵素基質 X-GLUCとが反応して青色を呈するため、大腸菌は青みを帯びた色のコロニー

となる。一方、大腸菌群が保有・産生する酵素β－Ｄ－ガラクトシダーゼと反応して

赤色を呈する酵素基質５－ブロモ－６－クロロ－３－インドリル－β－Ｄ－ガラクト

ピラノシド （MAGENTA-GAL）又は６－クロロ－３－インドリル－β－Ｄ－ガラクトピ

ラノシド（Salmon－β－Ｄ－GAL）が含まれている培地については、大腸菌群は赤みを

帯びた色のコロニーとなって両者の識別が可能となる。培地の組成によりコロニーの

色調が異なることがあるため、コロニーの色調や識別に際しては使用する培地の使用

説明書を参照する。

 （注 12） 1 つの試料につき（3）～（5）の操作を２回以上繰り返し試験として行い、得られ

た全ての結果（希釈試料の場合には、原則としてコロニー数が 20～100 個のもの）を

算術平均する。ただし、粒子や大きなコロニーが重なり合うなど計数しにくいときは、

状況に応じてより計数しやすいフィルターを適宜選択する。 

（注 13） 数値の丸め方は日本産業規格Ｚ8401のとおりとする。 

（注 14） 試験結果の単位はＣＦＵ（コロニー形成単位（Colony Forming Unitの略））／100ml

とする。 

（6） 空試験

ろ過に用いた検水量と同量の希釈水を用い、（3）～（5）の操作を１回行い、結果を整理し

ておくことが望ましい。 
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【 水質汚濁に係る環境基準について 】 
公布日：昭和 46 年 12 月 28 日 

環境庁告示 59 号 

［改定］ 

昭和 49 年 9 月 30 日 環境庁告示 63 号 

昭和 50 年 2 月 3 日 環境庁告示 3 号 

昭和 57 年 3 月 27 日 環境庁告示 41 号 

昭和 57 年 12 月 25 日 環境庁告示 140 号 

昭和 60 年 7 月 15 日 環境庁告示 29 号 

昭和 61 年 1 月 13 日 環境庁告示 1 号 

平成 3 年 12 月 27 日 環境庁告示 78 号 

平成 5 年 3 月 8 日 環境庁告示 16 号 

平成 5 年 8 月 27 日 環境庁告示 65 号 

平成 7 年 3 月 30 日 環境庁告示 17 号 

平成 10 年 4 月 24 日 環境庁告示 15 号 

平成 11 年 2 月 22 日 環境庁告示 14 号 

平成 12 年 3 月 29 日 環境庁告示 22 号 

平成 15 年 11 月 5 日 環境省告示 123 号 

平成 20 年 4 月 1 日 環境省告示 40 号 

 平成 21 年 11 月 30 日 環境省告示 78 号 

平成 23 年 10 月 27 日 環境省告示 94 号 

平成 24 年 5 月 23 日 環境省告示 84 号 

平成 24 年 8 月 22 日 環境省告示 127 号 

平成 25 年 3 月 27 日 環境省告示 30 号 

平成 26 年 3 月 20 日 環境省告示 39 号 

平成 26 年 11 月 17 日 環境省告示 126 号 

平成 28 年 3 月 30 日 環境省告示第 37 号 

平成 31 年 3 月 20 日 環境省告示第 46 号 

令和 3 年 10 月 7 日 環境省告示第 62 号 

 環境基本法(平成 5 年法律第 91 号)第 16 条による公共用水域の水質汚濁に係る環境上の

条件につき人の健康を保護し及び生活環境(同法第 2 条第 3 項で規定するものをいう。以下

同じ。)を保全するうえで維持することが望ましい基準(以下「環境基準」という。)は、次のとおり

とする。 

第１ 環境基準 

  公共用水域の水質汚濁に係る環境基準は、人の健康の保護および生活環境の保全に関

し、それぞれ次のとおりとする。 

１ 人の健康の保護に関する環境基準 

   人の健康の保護に関する環境基準は、全公共用水域につき、別表 1 の項目の欄に掲げ

る項目ごとに、同表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

２ 生活環境の保全に関する環境基準 
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(１) 生活環境の保全に関する環境基準は、各公共用水域につき、別表 2 の水域類型の

欄に掲げる水域類型のうち当該公共用水域が該当する水域類型ごとに、同表の基準

値の欄に掲げるとおりとする。

(２) 水域類型の指定を行うに当たつては、次に掲げる事項によること。

ア 水質汚濁に係る公害が著しくなつており、又は著しくなるおそれのある水域を優先す

ること。

イ 当該水域における水質汚濁の状況、水質汚濁源の立地状況等を勘案すること。

ウ 当該水域の利用目的及び将来の利用目的に配慮すること。

エ 当該水域の水質が現状よりも少なくとも悪化することを許容することとならないように

配慮すること。

オ 目標達成のための施策との関連に留意し、達成期間を設定すること。

カ 対象水域が、2 以上の都道府県の区域に属する公共用水域(以下「県際水域」とい

う。)の一部の水域であるときは、水域類型の指定は、当該県際水域に関し、関係都道

府県知事が行う水域類型の指定と原則として同一の日付けで行うこと。

第２ 公共用水域の水質の測定方法等 

  環境基準の達成状況を調査するため、公共用水域の水質の測定を行なう場合には、次の

事項に留意することとする。 

(１) 測定方法は、別表 1 および別表 2 の測定方法の欄に掲げるとおりとする。

この場合においては、測定点の位置の選定、試料の採取および操作等については、水

域の利水目的との関連を考慮しつつ、最も適当と考えられる方法によるものとする。 

(２) 測定の実施は、人の健康の保護に関する環境基準の関係項目については、公共用水

域の水量の如何を問わずに随時、生活環境の保全に関する環境基準の関係項目につい

ては、公共用水域が通常の状態(河川にあつては低水量以上の流量がある場合、湖沼に

あつては低水位以上の水位にある場合等をいうものとする。)の下にある場合に、それぞ

れ適宜行なうこととする。

(３) 測定結果に基づき水域の水質汚濁の状況が環境基準に適合しているか否かを判断す

る場合には、水域の特性を考慮して、2 ないし 3 地点の測定結果を総合的に勘案するもの

とする。

第３ 環境基準の達成期間等 

  環境基準の達成に必要な期間およびこの期間が長期間である場合の措置は、次のとおり

とする。 

１ 人の健康の保護に関する環境基準 

   これについては、設定後直ちに達成され、維持されるように努めるものとする。 

２ 生活環境の保全に関する環境基準 

   これについては、各公共用水域ごとに、おおむね次の区分により、施策の推進とあいま

ちつつ、可及的速かにその達成維持を図るものとする。 

(１) 現に著しい人口集中、大規模な工業開発等が進行している地域に係る水域で著しい

水質汚濁が生じているものまたは生じつつあるものについては、5 年以内に達成するこ

とを目途とする。ただし、これらの水域のうち、水質汚濁が極めて著しいため、水質の改

善のための施策を総合的に講じても、この期間内における達成が困難と考えられる水

域については、当面、暫定的な改善目標値を適宜設定することにより、段階的に当該水

域の水質の改善を図りつつ、極力環境基準の速やかな達成を期することとする。

(２) 水質汚濁防止を図る必要のある公共用水域のうち、(1)の水域以外の水域について

は、設定後直ちに達成され、維持されるよう水質汚濁の防止に努めることとする。
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第４ 環境基準の見直し 

１ 環境基準は、次により、適宜改訂することとする。 

(１) 科学的な判断の向上に伴う基準値の変更および環境上の条件となる項目の追加等

(２) 水質汚濁の状況、水質汚濁源の事情等の変化に伴う環境上の条件となる項目の追

加等

(３) 水域の利用の態様の変化等事情の変更に伴う各水域類型の該当水域および当該水

域類型に係る環境基準の達成期間の変更

２ 1 の(3)に係る環境基準の改定は、第 1 の 2 の(2)に準じて行うものとする。 

別表１ 人の健康の保護に関する環境基準 

項目 基準値 測定方法 

カドミウム 0.003mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0102（以下「規格」という。）55.2、55.3

又は 55.4 に定める方法 

全シアン 検出されないこと。 規格 38.1.2（規格 38 の備考 11 を除く。以下同じ。）及

び 38.2 に定める方法、規格 38.1.2 及び 38.3 に定める

方法、規格 38.1.2 及び 38.5 に定める方法又は付表１

に掲げる方法 

鉛 0.01mg／Ｌ以下 規格 54 に定める方法 

六価クロム 0.02mg／Ｌ以下 規格 65.2（規格 65.2.2 及び 65.2.7 を除く。）に定める

方法（ただし、次の１から３までに掲げる場合にあつ

ては、それぞれ１から３までに定めるところによる。） 

１ 規格 65.2.1 に定める方法による場合 原則として

光路長 50mm の吸収セルを用いること。 

２ 規格 65.2.3、65.2.4 又は 65.2.5 に定める方法によ

る場合（規格 65.の備考 11 の b）による場合に限る。） 

試料に、その濃度が基準値相当分（0.02mg／Ｌ）増加

するように六価クロム標準液を添加して添加回収率

を求め、その値が 70～120％であることを確認するこ

と。 

３ 規格 65.2.6 に定める方法により汽水又は海水を

測定する場合 ２に定めるところによるほか、日本産

業規格Ｋ0170－７の７の a）又は b）に定める操作を行

うこと。 

砒ひ素 0.01mg／Ｌ以下 規格 61.2、61.3 又は 61.4 に定める方法 

総水銀 0.0005mg／Ｌ以下 付表 2 に掲げる方法 

アルキル水銀 検出されないこと。 付表 3 に掲げる方法 

PCB 検出されないこと。 付表 4 に掲げる方法 

ジクロロメタン 0.02mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める

方法 

四塩化炭素 0.002mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5

に定める方法 
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1，2―ジクロロエタ

ン 

0.004mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1 又は 5.3.2 に定

める方法 

1，1―ジクロロエチ

レン

0.1mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める

方法 

シス―1，2―ジク

ロロエチレン

0.04mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める

方法 

1，1，1―トリクロロ

エタン

1mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5

に定める方法 

1，1，2―トリクロロ

エタン

0.006mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5

に定める方法 

トリクロロエチレン 0.01mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5

に定める方法 

テトラクロロエチレ

ン

0.01mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5

に定める方法 

1，3―ジクロロプロ

ペン 

0.002mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 に定める

方法 

チウラム 0.006mg／Ｌ以下 付表 5 に掲げる方法 

シマジン 0.003mg／Ｌ以下 付表 6 の第 1 又は第 2 に掲げる方法 

チオベンカルブ 0.02mg／Ｌ以下 付表 6 の第 1 又は第 2 に掲げる方法 

ベンゼン 0.01mg／Ｌ以下 日本工業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める

方法 

セレン 0.01mg／Ｌ以下 規格 67.2、67.3 又は 67.4 に定める方法 

硝酸性窒素及び亜

硝酸性窒素 

10mg／Ｌ以下 硝酸性窒素にあつては規格 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又

は 43.2.6 に定める方法、亜硝酸性窒素にあつては規

格 43.1 に定める方法 

ふつ素 0.8mg／Ｌ以下 規格 34.1（規格 34 の備考１を除く。）若しくは 34.4（妨

害となる物質としてハロゲン化合物又はハロゲン化

水素が多量に含まれる試料を測定する場合にあつて

は、蒸留試薬溶液として、水約 200ml に硫酸 10ml、り

ん酸 60ml 及び塩化ナトリウム 10g を溶かした溶液と

グリセリン 250ml を混合し、水を加えて 1,000ml とした

ものを用い、日本工業規格Ｋ0170－６の６図２注記の

アルミニウム溶液のラインを追加する。）に定める方

法又は規格 34.1.1c）（注(2)第三文及び規格 34 の備

考１を除く。）に定める方法（懸濁物質及びイオンクロ

マトグラフ法で妨害となる物質が共存しないことを確

認した場合にあつては、これを省略することができ

る。）及び付表 7 に掲げる方法

ほう素 1mg／Ｌ以下 規格 47.1、47.3 又は 47.4 に定める方法 
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１，４－ジオキサン 0.05mg／Ｌ以下 付表 8 に掲げる方法 

備考 

 1 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

 2 「検出されないこと」とは、測定方法の項に掲げる方法により測定した場合において、そ

の結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。別表 2 において同じ。 

 3 海域については、ふつ素及びほう素の基準値は適用しない。 

 4 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 により測

定された硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格 43.1 により測定された亜

硝酸イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

 

別表２ 生活環境の保全に関する環境基準 

 1 河川 

  (1) 河川(湖沼を除く。) 

   ア 

 

項
目 

 
 

 
 

 
 

類
型 

利用目的の 

適 応 性 

基準値 

該当水域 

水素イ

オン濃

度(pH) 

生物化

学的酸

素要求

量

(BOD) 

浮遊物

質量

(SS) 

溶存酸

素量

(DO) 

大腸菌数 

AA 

水道 1 級 

自然環境保全及

び A 以下の欄に

掲げるもの 

6.5以上

8.5以下 

1mg／L

以下 

25mg／

L 以下 

7.5mg／

L 以上 

20ＣＦＵ／

100ml 以下 

第 1 の 2 の(2)

により水域類

型ごとに指定

する水域 

A 

水道 2 級 

水産 1 級 

水浴 

及び B 以下の欄

に掲げるもの 

6.5以上

8.5以下 

2mg／L

以下 

25mg／

L 以下 

7.5mg／

L 以上 

300ＣＦＵ／

100ml 以下 

B 

水道 3 級 

水産 2 級 

及び C 以下の欄

に掲げるもの 

6.5以上

8.5以下 

3mg／L

以下 

25mg／

L 以下 

5mg／L

以上 

1,000ＣＦＵ／

100ml 以下 

C 

水産 3 級 

工業用水 1 級 

及び D 以下の欄

に掲げるもの 

6.5以上

8.5以下 

5mg／L

以下 

50mg／

L 以下 

5mg／L

以上 

― 

D 

工業用水 2 級 

農業用水 

及び E の欄に掲

げるもの 

6.0以上

8.5以下 

8mg／L

以下 

100mg

／L 以

下 

2mg／L

以上 

― 
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E 

工業用水 3 級 

環境保全 

6.0以上

8.5以下 

10mg／

L 以下 

ごみ等

の浮遊

が認め

られな

いこと。 

2mg／L

以上 

― 

測定方法 規格

12.1 に

定める

方法又

はガラ

ス電極

を用い

る水質

自動監

視測定

装置に

よりこ

れと同

程度の

計測結

果の得

られる

方法

規格 21

に定め

る方法 

付表 9

に掲げ

る方法 

規格 32

に定め

る方法

又は隔

膜電極

若しくは

光学式

センサを

用いる

水質自

動監視

測定装

置により

これと同

程度の

計測結

果の得

られる方

法

付表 10 に掲

げる方法 

備考 

1 基準値は、日間平均値とする。ただし、大腸菌数に係る基準値については、90%水質値

（年間の日間平均値の全データをその値の小さいものから順に並べた際の 0.9×ｎ番目（ｎ

は日間平均値のデータ数）のデータ値（0.9×ｎが整数でない場合は端数を切り上げた整数

番目の値をとる。））とする(湖沼、海域もこれに準ずる。)。 

2 農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5 以下、溶存酸素量 5mg／L 以上

とする(湖沼もこれに準ずる。)。 

3 水質自動監視測定装置とは、当該項目について自動的に計測することができる装置で

あって、計測結果を自動的に記録する機能を有するもの又はその機能を有する機器と接

続されているものをいう(湖沼、海域もこれに準ずる。)。 

4 水道１級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）

については、大腸菌数 100ＣＦＵ／100ml 以下とする。 

５ 水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、大腸菌数の項目の基準値は適

用しない（湖沼、海域もこれに準ずる。）。 

６ 大腸菌数に用いる単位はＣＦＵ（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））／100ml とし、

大腸菌を培地で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 

(注) 

1 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
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2 水 道   1 級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

〃  2 級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

〃   3 級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

3 水 産 1 級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産 2 級及び 

水産 3 級の水産生物用 

〃    2 級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産 3 級の 

水産生物用 

    〃    3 級：コイ、フナ等、β―中腐水性水域の水産生物用 

4 工業用水 1 級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

     〃     2 級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 

〃     3 級：特殊の浄水操作を行うもの 

5 環 境 保 全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じな 

い限度 

   イ 

項
目

類
型

水生生物の生息状況

の 

適 応 性 

基準値 

該当水域 
全亜鉛 ノニルフェノー

ル

直鎖アルキ

ル ベ ン ゼ ン

スル ホン酸

及びその塩

生物 A イワナ、サケマス等比

較的低温域を好む水

生生物及びこれらの餌

生物が生息する水域

0.03mg ／

L 以下 

0.001mg／L 以

下 

0.03mg/L 以

下 

第 1 の 2 の(2)により

水域類型ごとに指

定する水域 

生物

特 A 

生物 A の水域のうち、

生物 A の欄に掲げる水

生生物の産卵場(繁殖

場)又は幼稚仔の生育

場として特に保全が必

要な水域 

0.03mg ／

L 以下 

0.0006mg ／ L

以下 

0.02mg/L 以

下 

生物 B コイ、フナ等比較的高

温域を好む水生生物

及びこれらの餌生物が

生息する水域

0.03mg ／

L 以下 

0.002mg／L 

以下 

0.05mg/L 以

下 

生物

特 B 

生物Ａ又は生物 B の水

域のうち、生物 B の欄

に掲げる水生生物の産

卵場(繁殖場)又は幼稚

仔の生育場として特に

保全が必要な水域 

0.03mg ／

L 以下 

0.002mg／L 以

下 

0.04mg/L 以

下 

測定方法 規格 53 に

定める方

法 

付表 11 に掲

げる方法 

付表 12 に掲

げる方法 
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備考 

1 基準値は、年間平均値とする(湖沼、海域もこれに準ずる。)。 

(2) 湖沼

(天然湖沼及び貯水量が 1,000 万立方メートル以上であり、かつ、水の滞留時間が 4 日

間以上である人工湖) 

   ア 

項
目

類
型

利用目的の 

適 応 性 

基準値 

該当水域 
水素イ

オン濃

度(PH)

化学的

酸素要

求量

(COD) 

浮遊物

質量

(SS) 

溶存酸

素量

(DO) 

大腸菌数 

AA 

水道 1 級 

水産 1 級 

自然環境保全及

び A 以下の欄に

掲げるもの 

6.5以上

8.5以下 

1mg／L

以下 

1mg／L

以下 

7.5mg／

L 以上 

20ＣＦＵ／

100ml 以下 

第 1 の 2 の(2)

により水域類

型ごとに指定

する水域 

A 

水道 2、3 級 

水産 2 級 

水浴 

及び B 以下の欄

に掲げるもの 

6.5以上

8.5以下 

3mg／L

以下 

5mg／L

以下 

7.5mg／

L 以上 

300ＣＦＵ／

100ml 以下 

B 

水産 3 級 

工業用水 1 級 

農業用水及び C

の欄に掲げるもの 

6.5以上

8.5以下 

5mg／L

以下 

15mg／

L 以下 

5mg／L

以上 

― 

C 

工業用水 2 級 

環境保全 

6.0以上

8.5以下 

8mg／L

以下 

ごみ等

の浮遊

が認め

られな

いこと。 

2mg／L

以上 

― 

測定方法 規格

12.1 に

定める

方法又

はガラ

ス電極

を用い

る水質

自動監

視測定

装置に

規格 17

に定め

る方法 

付表 9

に掲げ

る方法 

規格 32

に定め

る方法

又は隔

膜電極

若しくは

光学式

センサを

用いる

水質自

動監視

付表 10 に掲

げる方法 
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よりこ

れと同

程度の

計測結

果の得

られる

方法 

測定装

置により

これと同

程度の

計測結

果の得

られる方

法 

備考 

１ 水産 1 級、水産 2 級及び水産 3 級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値

は適用しない。 

２ 水道１級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）

については、大腸菌数 100 ＣＦＵ／100ml 以下とする。 

３ 水道３級を利用目的としている地点（水浴又は水道２級を利用目的としている地点を除

く。）については、大腸菌数 1,000 ＣＦＵ／100ml 以下とする。 

４ 大腸菌数に用いる単位はＣＦＵ（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））／100ml とし、

大腸菌を培地で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 

(注) 

1 自然環境保全：自然探勝等の環境の保全 

2 水  道  1 級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

〃  2、3 級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作、又は、前処理等を伴う高度の浄

水操作を行うもの 

3 水  産 1 級：ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産 2 級及び水

産 3 級の水産生物用 

〃   2 級：サケ科魚類及びアユ等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水

産 3 級の水産生物用 

  〃   3 級：コイ、フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用 

4 工業用水 1 級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

〃   2 級：薬品注入等による高度の浄水操作、又は、特殊な浄水操作を行うも   

  の 

5 環 境 保 全 ：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない

限度 

  イ 

項
目

類
型

利用目的の 

適 応 性 

基準値 

該当水域 
全窒素 全燐

りん

 

Ⅰ 
自然環境保全及びⅡ以下の欄

に掲げるもの 

0.1mg／L 以下 0.005mg／L 以下 第 1 の 2 の(2)に

より水域類型ご

とに指定する水

域 Ⅱ 
水道 1、2、3 級(特殊なものを除

く。) 

0.2mg／L 以下 0.01mg／L 以下 

18



水産 1 種 

水浴及びⅢ以下の欄に掲げる

もの 

Ⅲ 
水道 3 級(特殊なもの)及びⅣ以

下の欄に掲げるもの 

0.4mg／L 以下 0.03mg／L 以下 

Ⅳ 
水産 2 種及びⅤの欄に掲げるも

の 

0.6mg／L 以下 0.05mg／L 以下 

Ⅴ 

水産 3 種 

工業用水 

農業用水 

環境保全 

1mg／L 以下 0.1mg／L 以下 

測定方法 規格 45.2、

45.3、45.4 又は

45.6（規格 45

の備考３を除

く。２イにおい

て同じ。）に定

める方法 

規格 46.3（規格

46 の備考９を除

く。２イにおいて

同じ。）に定める

方法 

備考 

1 基準値は、年間平均値とする。 

2 水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼につ

いて行うものとし、全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要

因となる湖沼について適用する。 

3 農業用水については、全燐
りん

の項目の基準値は適用しない。 

(注) 

1 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2 水 道  1 級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水 道 2 級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

水 道 3 級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの(「特殊なもの」とは、臭気

物質の除去が可能な特殊な浄水操作を行うものをいう。) 

3 水 産  1 種：サケ科魚類及びアユ等の水産生物用並びに水産 2 種及び水産 3 種

の水産生物用 

水 産  2 種：ワカサギ等の水産生物用及び水産 3 種の水産生物用 

水 産  3 種：コイ、フナ等の水産生物用 

4 環 境 保 全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない

限度 
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   ウ 

項
目

類
型

水生生物の生息状況の 

適 応 性 

基準値 

該当水

域 

全亜鉛 ノニルフェノー

ル

直鎖アルキル

ベンゼンスル

ホン酸及びそ

の塩

生物 A イワナ、サケマス等比較的低

温域を好む水生生物及びこ

れらの餌生物が生息する水

域

0.03mg／L 

以下 

0.001mg／L 以

下 

0.03mg/以下 第 1 の 2

の(2)に

より水域

類型ごと

に指定

する水

域 

生物特

A 

生物 A の水域のうち、生物 A

の欄に掲げる水生生物の産

卵場(繁殖場)又は幼稚仔の

生育場として特に保全が必

要な水域 

0.03mg／L 

以下 

0.0006mg ／ L

以下 

0.02mg/以下 

生物 B コイ、フナ等比較的高温域を

好む水生生物及びこれらの

餌生物が生息する水域

0.03mg／L 

以下 

0.002mg／L 

以下 

0.05mg/以下 

生物特

B 

生物Ａ又は生物 B の水域の

うち、生物 B の欄に掲げる水

生生物の産卵場(繁殖場)又

は幼稚仔の生育場として特

に保全が必要な水域 

0.03mg／L 

以下 

0.002mg／L 以

下 

0.04mg/以下 

測定方法 規格 53 に定

める方法 

付表 11 に掲げ

る方法 

付表 12 に掲

げる方法 

エ 

項
目

類
型

水生生物が生息・再生産する

場の適応性 

基準値 

該当水

域 
底層溶存酸素量 

生物１ 生息段階において貧酸素耐

性の低い水生生物が生息で

きる場を保全・再生する水域

又は再生産段階において貧

酸素耐性の低い水生生物が

再生産できる場を保全・再生

する水域 

4.0mg/L 以上 第 1 の 2

の(2)に

より水域

類型ごと

に指定

する水

域 

生物２ 生息段階において貧酸素耐

性の低い水生生物を除き、水

生生物が生息できる場を保

3.0mg/Ｌ以上 
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全・再生する水域又は再生産

段階において貧酸素耐性の

低い水生生物を除き、水生生

物が再生産できる場を保全・

再生する水域 

生物３ 生息段階において貧酸素耐

性の高い水生生物が生息で

きる場を保全・再生する水

域、再生産段階において貧

酸素耐性の高い水生生物が

再生産できる場を保全・再生

する水域又は無生物域を解

消する水域 

2.0mg/Ｌ以上 

測定方法 規格 32 に定める方法又は付表 13 に掲げる

方法 

備考 

1 基準値は、日間平均値とする。 

2 底面近傍で溶存酸素量の変化が大きいことが想定される場合の採水には、横型のバン

ドン採水器を用いる。 

2 海域 

ア 

項
目

類
型

利用目的の 

適 応 性 

基準値 

該当水域 
水素イ

オン濃

度(PH)

化学的

酸素要

求量

(COD) 

溶存酸

素量

(DO) 

大腸菌数 n―ヘキサン

抽出物質 

(油分等) 

A 

水産 1 級 

水浴 

自然環境保全及

び B 以下の欄に

掲げるもの 

7.8 以

上 8.3

以下 

2mg／

L 以下 

7.5mg

／L

以上 

300ＣＦＵ

／100ml

以下 

検出されない

こと。 

第 1 の 2 の(2)

により水域類

型ごとに指定

する水域 

B 

水産 2 級 

工業用水 

及び C の欄に掲

げるもの 

7.8 以

上 8.3

以下 

3mg／

L 以下 

5mg／L

以上 

― 検出されない

こと。 

C 

環境保全 7.0 以

上 8.3

以下 

8mg／

L 以下 

2mg／L

以上 

― ― 

測定方法 規格

12.1 に

規格 17

に定め

規格 32

に定め

付表 10

に掲げる

付表 14 に掲

げる方法 
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定める

方法又

はガラ

ス電極

を用い

る水質

自動監

視測定

装置に

よりこ

れと同

程度の

計測結

果の得

られる

方法

る方法

(ただ

し、B 類

型の工

業用水

及び水

産 2 級

のうち

ノリ養

殖の利

水点に

おける

測定方

法はア

ルカリ

性法)

る方法

又は隔

膜電極

若しくは

光学式

センサ

を用い

る水質

自動監

視測定

装置に

よりこ

れと同

程度の

計測結

果の得

られる

方法

定方法 

備考 

1 自然環境保全を利用目的としている地点については、大腸菌数 20ＣＦＵ／100ml 以下と

する。 

2 アルカリ性法とは次のものをいう。 

   試料 50ml を正確に三角フラスコにとり、水酸化ナトリウム溶液(10w／v％)1ml を加え、次

に過マンガン酸カリウム溶液(2mmol／l)10ml を正確に加えたのち、沸騰した水浴中に正確

に 20 分放置する。その後よう化カリウム溶液(10w／v％)1ml とアジ化ナトリウム溶液(4w／

v％)1 滴を加え、冷却後、硫酸(2＋1)0.5ml を加えてよう素を遊離させて、それを力価の判明

しているチオ硫酸ナトリウム溶液(10mmol／l)ででんぷん溶液を指示薬として滴定する。同

時に試料の代わりに蒸留水を用い、同様に処理した空試験値を求め、次式により COD 値

を計算する。 

COD(O2mg／l)＝0.08×〔(b)－(a)〕×fNa2S2O3×1000/50 

  (a)：チオ硫酸ナトリウム溶液(10mmol／l)の滴定値(ml) 

  (b)：蒸留水について行なつた空試験値(ml) 

  fNa2S2O3：チオ硫酸ナトリウム溶液(10mmol／l)の力価 

3 大腸菌数に用いる単位はＣＦＵ（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））／100ml とし、

大腸菌を培地で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 

(注) 

1 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2 水  産  1 級：マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産 2 級の水産生物用 

  〃   2 級：ボラ、ノリ等の水産生物用 

3 環 境 保 全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない

限度 
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イ 

項
目

類
型

利用目的の適応性 

基準値 

該当水域 
全窒素 全燐

りん

 

Ⅰ 

自然環境保全及びⅡ以下の欄

に掲げるもの(水産 2 種及び 3 種

を除く。) 

0.2mg／L 以下 0.02mg／L 以下 第 1 の 2 の(2)によ

り水域類型ごとに

指定する水域 

Ⅱ 

水産 1 種 

水浴及びⅢ以下の欄に掲げる

もの(水産 2 種及び 3 種を除く。) 

0.3mg／L 以下 0.03mg／L 以下 

Ⅲ 
水産 2 種及びⅣの欄に掲げるも

の(水産 3 種を除く。) 

0.6mg／L 以下 0.05mg／L 以下 

Ⅳ 

水産 3 種 

工業用水 

生物生息環境保全 

1mg／L 以下 0.09mg／L 以下 

測定方法 規格 45.4 又は

45.6 に定める

方法 

規格 46.3 に定

める方法 

備考 

1 基準値は、年間平均値とする。 

2 水域類型の指定は、海洋植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域につ

いて行うものとする。 

(注) 

1 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2 水 産  1 種：底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く、かつ、安定して

漁獲される 

水 産  2種：一部の底生魚介類を除き、魚類を中心とした水産生物が多獲される 

水 産  3 種：汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される 

3 生物生息環境保全：年間を通して底生生物が生息できる限度 

  ウ 

項
目

類
型

水生生物の生息状況の 

適 応 性 

基準値 

該当水域 
全亜鉛 

ノニルフェノ

ール

直鎖アルキルベ

ンゼンスルホン

酸及びその塩

生物 A 水生生物の生息する水域 0.02mg／L

以下 

0.001mg／L

以下 

0.01mg/L 

以下 

第 1 の 2

の(2)によ

り水域類

型ごとに
生物特 A 生物 A の水域のうち、水生 0.01mg／L 0.0007mg／ 0.006mg/L 
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生物の産卵場(繁殖場)又

は幼稚仔の生育場として特

に保全が必要な水域 

以下 L 以下 以下 指定する

水域 

測定方法 規格 53 に

定める方法 

付表 11 に

掲げる方法 

付表 12 に掲げる

方法 

エ 

項
目

類
型

水生生物が生息・再生産す

る場の適応性 

基準値 

該当水

域 
底層溶存酸素量 

生物１ 生息段階において貧酸素耐

性の低い水生生物が生息で

きる場を保全・再生する水域

又は再生産段階において貧

酸素耐性の低い水生生物が

再生産できる場を保全・再生

する水域 

4.0mg/L 以上 第 1 の 2

の(2)によ

り水域類

型ごとに

指定する

水域 

生物２ 生息段階において貧酸素耐

性の低い水生生物を除き、

水生生物が生息できる場を

保全・再生する水域又は再

生産段階において貧酸素耐

性の低い水生生物を除き、

水生生物が再生産できる場

を保全・再生する水域 

3.0mg/Ｌ以上 

生物３ 生息段階において貧酸素耐

性の高い水生生物が生息で

きる場を保全・再生する水

域、再生産段階において貧

酸素耐性の高い水生生物が

再生産できる場を保全・再生

する水域又は無生物域を解

消する水域 

2.0mg/Ｌ以上 

測定方法 規格 32 に定める方法又は付表 13 に掲げる

方法 

備考 

1 基準値は、日間平均値とする。 

2 底面近傍で溶存酸素量の変化が大きいことが想定される場合の採水には、横型のバンド

ン採水器を用いる。

※　付表１～１４は省略。
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